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2020年年初の想定では、世界経済は、新興国を牽引役にして総じて回

復に向かい、当社も現行事業の収益性改善と新規事業の成長加速により、

増収増益を達成する計画を立て、2月までは順調に推移しました。

しかし、新型コロナウイルスという想定外の災厄により事業環境は一変し、

第2四半期には世界各国における都市封鎖などで経済活動が著しく停滞

した結果、当社も初の四半期ベースでの赤字決算を余儀なくされました。そ

のような中で、この時代に生き残るための追加の構造改革を計画通り進め

ました。

その後は、各国の財政支出や金融緩和による景気の下支えもあり、第3四

半期以降は事業環境も持ち直しました。足元では感染の再拡大もみられ

ましたが、当社関連市場への影響は限定的であり、第4四半期の業績は

緩やかな回復基調を辿り、増益となりました。
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前回公表に対しては、イメージングを中心に、全社の業績、特に利益面が

改善しました。

売上でプラス202億円、

営業利益でプラス465億円、

純利益でプラス313億円

それぞれ上回りましたが、

対前年では

売上が12.1%減の3兆1,602億円、

営業利益は36.6%減の1,105億円、

純利益は33.3%減の833億円

と、減収減益となりました。

コロナ禍で業績も大きく影響を受けましたが、そのような中でも、年間の営業

利益を1,100億円台に乗せることができました。営業利益率も、赤字の第

2四半期を底にして、第3四半期は2.5%、第4四半期は8.1%と着実に

改善し、今年のスタートに弾みをつけることができました。
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イメージングは、新製品効果や平均売価の上昇などにより収益性が改善し、

第3四半期に続き、第4四半期、年間でも増益となり、2桁の利益率を達

成しました。

産業機器その他では、露光装置の設置はほぼ計画通り進みましたが、有

機EL蒸着装置の設置計画の見直しなどにより、売上は前回公表に届きま

せんでした。
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前提となる為替レートにつきましては、ドルは105円、ユーロは120円として

います。

各国の財政支出や金融緩和の継続に加えて、ワクチンの普及などにより上

期中には新型コロナウイルスが収束に向かうことで、世界経済は緩やかな回

復傾向を維持するとみています。今後感染が再び拡がることにより、当社関

連市場への影響が拡大する可能性もありますが、経済活動が昨年のような

極端な収縮状態に陥ることはないと見込んでいます。

このような前提の下で、当社事業においては、カメラとインクジェットの需要は

昨年並みで推移し、露光装置や産業機器、ネットワークカメラは旺盛な需

要が続く見込みです。残るオフィスやメディカルについても下期にかけて回復

が進むと想定しています。

今年は新たな5カ年計画のスタートの年にあたりますが、現行事業の収益力

強化と新規事業の業績拡大により、まずは2019年並みの収益性を取り戻

し、それを足掛かりに高収益企業への回帰を目指していきます。
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売上は、対前年7.6%の増収で、3兆4,000億円、

営業利益は、43.4%の増益で、1,585億円

純利益は、38.0%の増益で、1,150億円

と、4年ぶりの増収増益を計画しています。

2020年の反動もあって売上を大きく伸ばすとともに、コロナ禍で推し進めた

事業活動の効率化を定着させることで経費率を抑え、2019年並みの利

益率を目指します。
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事業別の損益は、全ビジネスユニットで対前年増収増益となります。

オフィスは、新製品効果と出勤者の増加により売上が回復することに加えて、

これまでの構造改革の成果もあり、前年と比べて利益率が改善する見通し

です。

イメージングは、カメラ、インクジェットともに増収となり、プロダクトミックスの改

善や事業構造の見直しも進むことで、昨年に引き続き2桁の利益率を目指

します。

メディカルと産業機器その他は、昨年新型コロナウイルス影響で減収となりま

したが、今後も需要の拡大が見込まれる事業であり、今年は成長基調に回

帰させて2019年を上回る売上を目指していきます。

7



今年は増収に伴い、数量増減影響が昨年から好転し、併せて値下げの抑

制とコストダウン活動に努めて利益を改善させていきます。また、新規事業

成長のための開発投資や販売投資は強化していきますが、コロナ禍で確立

した事業の効率的な運営は継続することで、経費の増加を901億円に抑

え、1,585億円の営業利益を目指します。
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2020年は新型コロナウイルスの影響により多くのオフィスが閉鎖されたため、

複合機やレーザープリンターなどのオフィス機器市場は大きく落ち込みました。

2021年はリモートワークの定着などによりコロナ禍前の水準までは戻らない

とみているものの、2020年からは回復が進む見通しです。

当社の複合機本体は、北米やインドなど回復の遅い地域もありましたが、

2020年の売上は月を追って着実に改善し、第4四半期には対前年で9割

程度に達し、2021年中にはコロナ禍前の水準まで回復する見通しです。

プリントボリュームについては、北米に加え、新型コロナウイルス再拡大の影

響が出ている欧州などでオフィス出勤者の戻りが鈍く、回復のペースは本体

よりも遅いものの、2021年の第4四半期にはコロナ禍前の水準の9割程度

まで戻ると見込んでいます。

今後市場の成長が望めない中で、当社は製品プラットフォームの共通化を

通じて開発効率を上げるとともに、生産コストを削減します。今年発売する

新製品から、市場で高く評価されている耐久性や故障の少なさなどの品質

の優位性に、価格競争力が加わることで、シェアを伸ばし、売上を拡大して

いきます。
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当社の2020年は、在宅需要拡大の恩恵を低速機で一部受けたものの、

オフィス向けの中高速機の本体や消耗品の販売が大きく減り、減収となりま

した。しかしながら、オフィス出勤者の増加に伴い、当社の第4四半期の売

上は着実に上向いており、2021年も同様に回復が続く見通しです。

市況の回復が見込まれることに加えて、当社は収益性をより一層重視した

戦略のもと、業績の改善を図ります。具体的には、安定的に消耗品を販売

するため、プリントボリュームが期待できるオフィス向けの中高速機の販売を

強化していきます。また、主に中小企業や個人に対して製品保証や価格面

で優遇する代わりに消耗品を継続的に使用してもらう、OEM先のビジネス

モデルをサポートします。販売面だけでなく、コスト面においても数量減の影

響を最小限に留めるために部品の共通化、生産装置の集約など固定費の

適正化をこれまで以上に進め、収益性を向上させていきます。
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2020年の市場は、ポスター印刷などグラフィックアーツ向け製品を中心に新

型コロナウイルスの影響を受け、当社の売上も減収になりました。

2021年中に市場がコロナ前の水準まで戻ることは難しいものの、オフセット

からデジタル印刷へのシフトは続き、回復は着実に進むとみています。

当社は、特に成長が見込まれるグラフィックアーツにおいて、高速カットシート

インクジェットプリンター「varioPRINT iXシリーズ」や、大判プリンター

「Colorado」の新製品を昨年発売し、市場から強い支持を得ています。市

場の回復が見込まれる今年は、これらの製品が売上を牽引するとともに、さ

らなる製品のラインアップ強化も行い、拡販を図っていきます。

加えて、大判プリンターについては、すでに取引実績のあるディーラーに、グラ

フィックアーツの経験が豊富で多くの顧客を持つ新規のディーラーを加えて販

売網を拡充し、シェア拡大を後押ししていきます。
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2020年の市場は、新型コロナウイルスによる「巣ごもり」が新たな需要を生

んだことや、各社が発売した新製品がカメラへの購買意欲を喚起したことで、

前回見通しを10万台上回る600万台となりました。当社も10月時点の計

画を上回る売上を達成し、収益性についても、第3四半期に発売した

「EOS R5」と「EOS R6」が牽引役となり、下期には大きく改善しました。

今後の市場は、エントリー層を中心に中期的には縮小が続くものの、2021

年に関しては、前年がコロナ影響で大きく落ち込んだため、対前年3％減の

580万台に留まると見込んでいます。

当社は、引き続きEOS Rシステムのカメラ本体及びRFレンズのさらなる製品

の強化を図り、需要が底堅いプロハイアマモデルのシェア向上を目指します。

特にRFレンズは、これまでに18本と製品数を着実に増やしてきており、拡充

したカメラ本体との相乗効果で昨年の下期からは販売が大きく伸びていま

す。今年は多様な撮影ニーズに応えるべく、レンズのラインアップを一層強化

し、本体の販売と合わせてプロダクトミックスを向上させ、対前年増収を目指

します。
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2020年は、欧米や中国をはじめとした在宅勤務や在宅学習の拡がりに牽

引され、市場は前年から拡大し、当社についても、本体・消耗品ともに販売

が伸びたことで、対前年増収となりました。

2021年については、市場は、先進国を中心に在宅需要が継続し、さらに

新興国での大容量インクモデルの成長により、堅調に推移する見通しです。

こうした中、当社はカートリッジモデルから大容量インクモデルまでバランスよく

ラインアップを持つ強みを活かし、先進国と新興国において、ホームからオフィ

スまでのそれぞれの印刷需要を捉えていきます。

特に大容量インクモデルは製品力のさらなる強化に取り組んでおり、昨年の

第4四半期に発売した新製品は、印刷スピードの向上やランニングコストの

低減、さらには主な消耗パーツをユーザー交換式としたことで、メンテナンス

性の改善を実現しました。こうしたユーザーの利便性を高めた製品の展開で

ラインアップを強化し、販売台数を伸ばしていくことで、2年連続の増収を目

指します。
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2020年は各国で医療機関がコロナ対応に追われて経営環境が悪化し、

画像診断装置の市場は、肺炎検査向けの一部を除き新型コロナウイルス

の影響を大きく受けました。 そのような中でも当社は、各国政府による補助

金や税の優遇を通じた医療機関への機器購入支援の機会を捉え、第4四

半期の売上を11.6％伸ばし、年間では為替影響を除けばわずかながら増

収増益となりました。

2021年については、足元では感染の再拡大により、画像診断装置の商談

はやや停滞している状態にありますが、CTやMRIなどの中高級機を中心に

製品力をさらに強化し、中規模・大規模の医療機関に対し拡販を図ってい

きます。

加えて販売力の強化についても、国内では昨年キヤノンメディカルシステムズ

社の下に統合した販売組織のもとで販売効率を高めて、医療機関のカバ

レッジを拡大し、新興国では現地企業との提携などをさらに推し進めることで、

5.5％の増収を目指していきます。

収益性については、2020年はコロナ禍により低価格帯の装置の売上構成

比率が増加したため営業利益率は0.3ポイント低下しましたが、2021年は

売上増加に加え、コロナ禍で培った経費の効率的運用を継続し、さらに原

価低減活動を推進することで、6.4％まで高める計画です。
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15

半導体露光装置は、データセンターやパソコンなど、メモリ向け投資の回復を

背景に、2020年の当社の販売台数は122台と対前年で大きく増加しまし

た。

2021年も、5Gの普及や、自動運転、スマートフォンの多眼化の進展によっ

て、メモリやパワーデバイス、イメージセンサーなど、半導体デバイス需要は引

き続き増加するとみています。

多様化する半導体デバイス需要に対し、顧客に合わせて装置をカスタマイ

ズできる当社の強みを活かし、2021年の販売台数は、前年を上回る134

台となる見込みです。

フラットパネルディスプレイ露光装置は、新型コロナウイルス影響により設置

作業が遅れ、当社の2020年年間の販売台数は32台に留まりました。しか

しながら、下期の渡航制限解除後は、設置再開を急ぎ、第4四半期には

前年比2倍以上となる21台の販売を達成しました。

2021年についても、引き続きパネルメーカーの投資意欲は旺盛であり、日

本からの渡航の体制を整えるとともに、設置要員の現地化も進め、前年を

大きく上回る68台の販売を目指します。
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有機EL蒸着装置では、2020年は、渡航制限により顧客先での設置作業

が一時中断したものの、再開後は、渡航日程や要員の調整をきめ細かく行

い、設置を進めたことで、増収を達成しました。

2021年については、5Gの普及によるスマートフォンの買い替え需要が進む

中、有機ELを搭載したモデル数が増加しており、有機ELパネル市場は着

実に成長していくと見込んでいます。

当社は、有機EL蒸着装置における圧倒的なシェアを維持していくために、

高精細技術をさらに高めるとともに、大型パネル向け装置の開発を進めてい

ます。また、移動の制限が再び強化された場合に備え、設置要員のスキル

向上や、設置作業の工数低減などにも注力していきます。
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ネットワークカメラの2020年の市場は、各国経済の減速を受け第2四半期

では落ち込んだものの、人々の安心安全へのニーズは普遍的であることから

回復も早く、年後半からは成長軌道に戻りました。こうした中、当社も第3

四半期以降は増収に戻り、年間でも対前年増収となりました。

2021年の市場は、従来の監視目的に加え、新型コロナウイルス対策として

密集や接触を回避する目的の需要も拡大し、2桁成長に回帰する見通し

です。

当社の強みは、感度や画質に優れた高品質な製品を数多くそろえることや、

世界各地に多くの販売パートナーを持つことであり、市場の成長を着実に捉

えることが可能です。さらには、キヤノングループが持つハードウェアとソフトウェ

アを組み合わせることでソリューションの幅を拡げて、非対面・非接触ニーズに

も応えることで、今年は2桁増収を目指します。



昨年はコロナ禍でサプライチェーンの乱れや急激な需要の増減にみまわれる

中で、一年を通じて適正な在庫水準の維持に注力してきました。売上が大

きく減少する中で、在庫を前年末から220億円削減し、回転日数も前年

並みの60日となりました。

直近の9月末からは、全ビジネスユニットで金額、回転日数ともに改善して

おりますが、中でもイメージングシステムは、カメラやインクジェットプリンターの

販売が計画以上に推移し、大幅に減少しました。

また産業機器については、コロナ禍で延期されていた設置作業を、第４四

半期に計画通り進めて売上につなげたことで大きく削減しました。

2021年も市況の変化に合わせて、きめ細やかな在庫管理を行い、適正な

在庫水準を維持していきます。
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2020年は、コロナ禍で厳しい経営環境の中、減益となったものの、運転資

本の改善と償却費の範囲内での設備投資などにより、フリーキャッシュフロー

は2019年を上回る1,784億円となりました。

2021年は、利益の拡大を図るとともに、在庫など運転資本の効率化を通

じて営業キャッシュフローを改善して、設備投資やM&Aといった将来への成

長投資に資金を振り向けていきます。不測の事態に迅速に対応出来るよう、

4,000億円の手元資金を確保しながら、株主還元と借入金の返済もバラ

ンス良く進めていきます。

なお、今年度の配当については、新型コロナウイルス感染収束の見通しが

依然不透明であるため、今後、当社の業績状況を見極めながら判断して

いきます。
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当社は環境目標として、「製品1台当たり ライフサイクルCO2の年平均3％
改善」を2008年に定めており、これまでも継続的に活動を行ってきました。
2020年は、省エネ製品の開発や販売、欧州をはじめとする再生可能エネ
ルギーの活用、生産拠点での効率化などで対前年およそ2.5％の改善とな
り、累積では年平均4.5％と目標を達成することができました。今後も世界
が目指すCO2ネットゼロに向けて取り組みを進めていきます。

昨年末には、国際的な環境の非営利団体であるCDPより、気候変動と水
セキュリティの分野で最高評価となる「Aリスト」に選定されました。

CO2の削減に加え、世界的な気候関連情報を扱うTCFDの開示要請へ
の対応、また、生産拠点における水のクローズドリサイクルなど、気候変動と
水に関わる取り組みが高く評価されたもので、今回の選定を励みに、引き続
き環境負荷低減活動と適切な情報開示に取り組んでいきます。

また、国際的なアライアンスであるRBAに2019年12月に加盟し、昨年は
主要な自社工場とサプライヤーに対して、人権の遵守をはじめとした国際基
準での自己点検を実施し、RBAが求める水準でも特段の問題がないことを
改めて確認しました。

これからも、企業の社会的責任を果たす活動を積極的に推し進め、また関
連するESG情報の開示を拡充し、ステークホルダーの皆様とともに持続可
能な社会の実現を追求していきます。
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2020年は新型コロナウイルスに大きく振り回された1年でしたが、全社を挙

げてこの難局に立ち向かった結果、業績は着実に上向いてきています。

2021年より、新たな5カ年計画「グローバル優良企業グループ構想Phase 

Ⅵ」をスタートさせます。これまで当社が取り組んできた事業ポートフォリオの

転換を一層推し進め、現行事業の収益体質強化と新規事業の拡大を図

ることで、高収益企業への回帰を目指していきます。
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